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（1998）は、この 3 次元について、第１の次元「情動的コミットメント（Affective 






































































 第 1 段階の動機要因としては、「自己決定意識」「親和動機」「自己充実的達成動機」「競
争的達成動機」の 4 要因を採用することとした。 
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2010 年 2 月 12 日から 2 月 14 日にかけて、全国の民間企業に勤務する 23 歳から 65 歳
の男女の正規社員に対し、株式会社マクロミルを通じて Web による質問紙調査7を行った。
回答は無記名で行われた。株式会社マクロミルは 5214 名に本調査の回答依頼メールを発
信し、回答者及び有効回答者はいずれも 2266 名であった（有効回答率 43.5%）。 
フェース項目以外の評定方法は、「1 そう思わない」「2 あまりそう思わない」「3 ややそ




有効回答者の内訳は、男性 1727 名、女性 539 名であった。年齢別では、20 歳代前半
63 名、20 歳代後半 296 名、30 歳代前半 405 名、30 歳代後半 510 名、40 歳代前半 402
名、40 歳代後半 306 名、50 歳代前半 166 名、50 歳代後半 93 名、60 歳以上 25 名であっ
た。勤務先会社の規模は、29 人以下が 448 名、30 人以上 99 人以下が 385 名、100 人以
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上 299 人以下が 338 名、300 人以上 999 人以下が 359 名、1000 人以上 2999 人以下が 241
名、3000 人以上 4999 人以下が 110 名、5000 人以上が 385 名であった。職種は経営・管
理職が 193 名、専門職が 186 名、技術職が 649 名、営業職が 306 名、事務職が 580 名、
販売・窓口職 74 名、保安・サービス職 76 名、現業・労務職 164 名、その他 38 名であった。 
 
3.3 因子分析の結果 
4 段階ごとに因子分析（主因子法・Promax 回転）を行い、尺度の検証、構成を行った。 
 
(1) 第 1 段階 動機要因の因子分析結果 
先行研究で 4 尺度が確認されている 37 項目に関して、因子分析を行った。固有値の変
化から解される因子にいずれも.40 以上の因子負荷量を示さなかった項目を順次削除して
因子分析を行った結果、6 項目を除外し、固有値の変化と解釈可能性から 5 因子解が妥当
であると判断した。Promax 回転後の最終的な因子パターンと因子解を表 1 に示す。なお
回転前の因子で 31 項目の全分散を説明する割合は 55.41%であった。 
 
























第 1 因子は先行研究において確認されている「自己決定意識」を示す 8 項目であった。
第 2 因子は先行研究において確認されている「親和動機」を示す 6 項目であった。先行研
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
私は、大事なことは自分で決めていると思う .86 .04 -.04 -.14 -.01
私は、自分のことは自分で決めたいと思う .71 -.09 -.08 -.05 .09
私は、大事なことは自分で決めたいと思う .67 -.07 -.05 .14 .07
私は、大事なことをきちんと決める能力を持っている .62 .06 .07 -.02 -.05
私は、まわりから反対されても自分がやりたいことは、たぶんできると思う .58 .07 .13 -.07 -.15
私は、自分で決めるときのほうがやる気がでる .54 -.02 -.01 .09 .11
私は、自分のことはささいなことでも自分で決めたいと思う .52 -.08 .07 .18 -.07
私の将来は、自分の考えや意思によって決まると思う .52 .05 .00 .09 .00
私は、他者と触れ合うことによって人並み以上に満足が得られる -.01 .85 .05 -.05 -.12
人のそばにいて、話を聞いたり、一対一の親しい関係を持つことが私の楽しみである -.01 .73 -.03 -.01 .08
人と一緒にいることで素晴らしいのは、自分が活気にみちていきいきとするからである .01 .72 .05 .07 -.07
いろいろな人と一緒にいて、その人たちについて知ることは興味深い -.01 .72 -.16 .03 .17
人を見ていたり、人を理解したりすることは楽しみの一つである .08 .68 -.13 -.02 .13
私は、他者と一緒にいることで多くの人が感じる以上に満足が得られる -.06 .68 .16 -.03 -.16
成功するということは、名誉や地位を得ることだ .04 -.03 .73 -.07 -.12
勉強や仕事を努力するのは、他の人に負けないためだ -.07 -.07 .66 .01 .10
社会の高い地位をめざすことは重要だと思う .07 .10 .65 .01 -.02
世に出て成功したいと強く願っている .04 .14 .62 .02 .01
今の社会では、強いものが出世し、勝ち抜くものだ .00 -.11 .57 .01 .05
就職する会社は、社会で高く評価されるところを選びたい -.02 .01 .55 .07 .10
どうしても私は人より優れていたいと思う .02 -.01 .44 -.04 .38
何か小さなことでも、自分にしかできないことをしたみたいと思う .01 -.07 .10 .75 -.01
結果は気にしないで、何かを一所懸命やってみたい -.10 -.02 .02 .73 -.10
いろいろなことを学んで、自分を深めたい .01 .05 .02 .61 .08
みんなに喜んでもらえる素晴らしいことをしたい -.04 .18 -.06 .53 .15
人と競争することよりも、人と比べることができないようなことをして、自分を生かしたい .12 -.04 -.03 .52 -.10
何でも手がけたことに最善をつくしたい .21 .03 .04 .48 .04
人に勝つことよりも、自分なりに一所懸命やることが大事だと思う .14 -.01 -.16 .45 -.10
競争相手に負けるのはくやしい -.02 .00 .06 -.06 .81
他人と競争して勝つとうれしい -.01 .02 .10 -.11 .80
ものごとは他の人よりもうまくやりたい .01 -.03 .08 .12 .59
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
Ⅰ － .26 .20 .67 .38
Ⅱ - .39 .36 .31
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究において確認されている「競争的達成動機」は、第 3 因子の 7 項目と第 5 因子の 3 項目
に分割された。内容を分析すると、第 3 因子は主に社会で地位、名誉を得ることを重視す
る項目であり、第 5 因子は他者に競争して勝つことを重視する項目である。分割する妥当
性がある内容の差異があると解釈できることから、第 3 因子を「成功追求達成動機」、第 5
因子を「競争的達成動機」と名付けた。第 4 因子は先行研究において確認されている「自









可能性から 5 因子解が妥当であると判断した。人事異動関連の項目は、いずれも.40 以上
の因子負荷量を示さなかったため、全て除外した。 
Promax 回転後の最終的な因子パターンと因子解を表 2 に示す。なお回転前の因子で 20
項目の全分散を説明する割合は 67.77%であった。 
 


















第 1 因子は、「専門領域コミットメント」として想定した 7 項目である。当初想定した
項目の他に、「過去に行ってきた自己啓発は現在の仕事に役立つ」、「過去に会社で受けてき
た教育訓練は現在の仕事に役立つ」という 2 項目が.40 以上の因子負荷量を示した。この 2
項目は、過去の能力開発への取り組みが仕事に有効であると感じている項目であるから、
表2 専門性の発達に関する能力開発意識 行動尺度の因子分析結果（Promax回転後の因子 タ ン） 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
仕事上の専門領域は私の意欲を大いにかきたてるものである .86 .01 -.08 .00 .00
仕事上の専門領域の将来に大きな関心をもっている .84 .00 .01 -.02 -.03
仕事上の専門領域は、一生つづけられる価値のある分野だと思う .78 -.07 .00 .05 -.03
私は仕事上の専門領域を作っていきたい .66 .14 -.10 -.09 .03
過去に行ってきた自己啓発は現在の仕事に役立つ .60 .01 .09 .02 .02
私は仕事上の専門領域の確立のために努力を惜しまない .54 .19 .09 -.01 .03
過去に会社で受けてきた教育訓練は現在の仕事に役立つ .47 -.13 .25 .05 .02
より大きな視点から状況を捉えることができるようになった .05 .85 -.05 -.01 .01
多様な観点から物事を考えることができるようになった .07 .84 -.10 .04 .01
私は新しい環境に積極的に挑戦していくことができる -.02 .72 .11 .02 -.07
私は異なる文化の職場でも対応していくことができると思う -.04 .61 .05 .02 .00
社外の勉強会、研究会または研修に定期的に参加している -.02 .04 .83 -.04 -.03
社内の勉強会、研究会または研修に定期的に参加している -.01 .04 .73 -.03 .03
自己啓発で社会人大学院などの高度な教育機関で学んだことがある -.05 -.04 .68 .05 -.04
情報交換ができる社外の人脈形成を積極的行っている -.05 .19 .60 -.02 .13
会社は十分な教育訓練を提供してくれている .25 -.16 .51 .02 -.05
精神的なストレスに強くなったと思う -.01 .03 .01 .90 .00
精神的に打たれ強くなったと思う .00 .05 -.01 .90 .01
この会社に特有なしきたりをよく知っているほうだ -.05 -.02 .00 -.01 .87
この会社に特有な業務の知識・スキルをよく知っているほうだ .08 -.03 -.01 .02 .84
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
Ⅰ - .55 .55 .36 .51
Ⅱ .55 - .32 .56 .47
Ⅲ .55 .32 - .29 .43
Ⅳ .36 .56 .29 - .27
Ⅴ .51 .47 .43 .27 -
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専門領域の形成の努力を進めることと関連の深い事項であると判断し、「専門領域コミット
メント」の項目としてそのまま加えることとした。第 2 因子は「変化への対応」として想






第 4 因子は「ストレスへの対応」として想定した 2 項目であるため、「ストレス対応力」







(3) 第 3 段階 組織コミットメント 
「組織コミットメント尺度（改訂版）日本語版」については、AC6 項目、CC6 項目、
NC6 項目で因子分析を行った。固有値の変化から先行研究のとおり 3 因子解と解釈できた
が、3 因子にいずれも.40 以上の因子負荷量を示さなかった項目を順次削除して因子分析を
行った結果、5 項目を除外した。なお回転前の因子で 13 項目の全分散を説明する割合は
61.71%であった。 
第 1 因子は、NC の項目が 5 項目、AC の項目が 1 項目で構成された9ため、NC と解釈
した。第 2 因子は AC の 3 項目で構成されているため、AC と解釈した。第 3 因子は、CC
の 4 項目で構成されているため、CC と解釈した。 
各因子を構成する項目の得点平均を算出し尺度得点とし、信頼性係数（α係数）を算出
したところ、NC は.87、AC は.73、CC は.68 と十分な値が得られた。 
 
(4) 第 4 段階 転職意思と職業生活満足 
転職意思の 2 項目について項目の得点平均を算出し尺度得点とし、信頼性係数（α係数）







１要因の分散分析の結果を図 1 に示す。 
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3.5 第 1 段階、第 2 段階、第 3 段階の相関関係 
第 1 段階から第 3 段階までの変数の相関関係を表 3 に示す。 
 























































1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
動機要因 1 自己決定意識 - .25*** .23*** .61*** .31*** .31*** .39*** .08*** .28*** .18*** -.06** -.01 -.08***
2 親和動機 - .35*** .33*** .28*** .66*** .48*** .48*** .34*** .40*** .23*** .16*** -.03
3 成功追求達成動機 - .18*** .57*** .36*** .54*** .29*** .34*** .23*** .17*** .04 .02
4 自己充実的達成動機 - .27*** .37*** .31*** .07*** .19*** .17*** .06** .07** .05*
5 競争的達成動機 - .27*** .39*** .01 .23*** .16*** .04 .03 .05*
能力開発 6 専門領域コミットメント - .51*** .53*** .35*** .46*** .32*** .24*** .00
意識行動 7 変化多様性対応力 - .30*** .53*** .38*** .09*** .06** -.11***
要因 8 越境的能力開発 - .27*** .37*** .35*** .17*** -.09***
9 ストレス対応力 - .25*** .15*** .11*** -.07**
10 企業特殊対応力 - .17*** .13*** .03
組織 11 NC - .49*** .35***
コミットメント 12 AC - .04*
13 CC -
*p <.05 **p <.01  ***p <.001
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第 1 段階と第 2 段階の変数間では、「競争的達成動機」と「越境的能力開発」の相関を
除き、全て有意な正の相関関係が見られた。「組織内専門人材」の特徴として想定した「専
門領域コミットメント」と「越境的能力開発」は、.53 の高い相関を示していた。 
第 3 段階の変数については、NC と AC については、「自己決定意識」と「競争的達成動
機」（「成功追求達成動機」は AC のみ有意でない）を除き、第 1 段階と第 2 段階の変数と
有意な正の相関関係を示した。しかし CC については、「自己充実的達成動機」と「競争的
達成動機」が弱い正の相関を示すのみで、他の第 1 段階と第 2 段階の変数は有意ではない、
あるいは弱い負の相関を示した。 
 





フィック変数と第 1 段階と第 2 段階の変数を独立変数として第 3 段階の組織コミットメン
トの変数を従属変数に、最後にデモグラフィック変数と第 1 段階と第 2 段階と第 3 段階の
変数を独立変数として、第 4 段階の「転職意思」と「職業生活満足」を従属変数とする。 
デモグラフィック変数は、会社規模として社員人数を 7 段階の連続数値として、転職経
験をダミー変数として、年収を 12 段階の連続数値として、及び勤続年数を用いる。 
さらに性別に関する影響を考慮するため、階層的重回帰分析は男女別に実施する。 
 























コミットメント NC AC CC 転職意思
職業生活
満足
β β β β β β β
ﾃﾞﾓｸﾞﾗﾌｨｯｸ 社員人数 -.01 .01 -.11*** -.12*** .05 -.08** .05*
変数 転職経験 -.01 .02 -.08** -.02 -.04 .01 -.01
年収 .10*** .09*** .04 .08** -.01 -.11*** .12***
勤続年数 -.06* -.05* .06* .07* .13*** .05 -.03
第１段階 自己決定意識 -.04 .01 -.21*** -.13*** -.16*** -.01 .07*
親和動機 .39*** .37*** .03 .02 .00 .06 .08**
成功追求達成動機 .25*** .00 .09** -.03 .11** .21*** -.11***
自己充実的達成動機 -.05 .15*** .09** .08* .15*** .15*** -.10***
競争的達成動機 -.27*** .07*** .00 .02 .06 -.05 .02
第２段階 変化多様性対応力 -.05 .10*** -.20*** -.12*** -.21*** -.04 .13***
ストレス対応力 .10*** .02 .13*** .11*** -.01 -.10*** .11***
企業特殊対応力 .21*** .14*** -.03 .00 .07* .03 -.01
越境的能力開発 .21*** .24*** .07* -.15*** .12*** .02
専門領域コミットメント .25*** .23*** .12** -.11** .20***
第３段階 NC -.28*** .33***
AC -.23*** .11***
CC -.17*** .04
Adjusted R² .35*** .58*** .22*** .10*** .09*** .31*** .32***
*p <.05 **p <.01  ***p <.001
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第 3 段階の組織コミットメントを従属変数とした場合、R²は 0.1％水準で有意であるが、












意な正の標準偏回帰係数となっているが、「越境的能力開発」と CC は有意ではなかった。 
 






















コミットメント NC AC CC 転職意思
職業生活
満足
β β β β β β β
ﾃﾞﾓｸﾞﾗﾌｨｯｸ 社員人数 .16*** -.05 -.14** -.01 .05 -.02 .03
変数 転職経験 .00 .07* -.04 -.01 .04 -.02 .00
年収 .14** .13*** .01 -.02 -.02 -.08* .11*
勤続年数 .00 -.06* .01 .09 .25*** -.07 .04
第１段階 自己決定意識 .02 .03 -.13* -.07 -.13* -.07 .04
親和動機 .31*** .37*** .01 .01 .01 .12* -.02
成功追求達成動機 .21*** .02 .12* -.08 .11 .20*** -.11*
自己充実的達成動機 -.07 .11*: .06 -.01 .10 .05 -.05
競争的達成動機 -.19*** -.03 -.04 .07 .00 -.16*** .14**
第２段階 変化多様性対応力 .10 .11** -.04 .02 -.11 .00 .04
ストレス対応力 .05 .00 .02 .00 .00 -.09* .12**
企業特殊対応力 .15*** .11** .04 .07 .05 .11* -.08
越境的能力開発 .31*** .25*** -.01 -.06 .01 .02
専門領域コミットメント .15* .29*** -.03 -.12* .09
第３段階 NC -.22*** .14*
AC -.32*** .29***
CC -.23*** .16***
Adjusted R² .34*** .58*** .14*** .08*** .06*** .36*** .26***
*p <.05 **p <.01  ***p <.001
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 「職業生活満足」は、全体の満足を問う質問の他に、職業生活の 18 の個別事項に関す
る満足度を問う項目を設定している。この 18 の質問項目と、「専門領域コミットメント」、
「越境的能力開発」、NC、AC、CC の相関関係を男女別に示したものが、表 6 および表７
である。 
 
























コミットメント NC AC CC
給与の水準 .27*** .21*** .36*** .22*** .13***
給与の安定性 .13*** .17*** .28*** .19*** .16***
仕事の内容・やりがい .21*** .41*** .45*** .37*** .16***
仕事の範囲や責任・権限 .19*** .33*** .40*** .31*** .15***
仕事の量 .15*** .24*** .30*** .21*** .13***
会社での地位・役職 .17*** .19*** .31*** .20*** .13***
人事評価・処遇 .22*** .22*** .40*** .25*** .13***
能力や知識の獲得機会 .35*** .30*** .36*** .23*** .06*
人脈を広げる機会 .40*** .30*** .34*** .20*** .03
会社・職場の雰囲気 .20*** .24*** .40*** .27*** .16***
上司との信頼関係 .18*** .29*** .36*** .27*** .13***
同僚とのコミュニケーション.07** .23*** .18*** .17*** .09***
社内の人間関係 .13*** .24*** .25*** .22*** .10***
雇用の安定性 .12*** .21*** .28*** .17*** .14***
福利厚生 .21*** .20*** .29*** .15*** .14***
職場の環境 .19*** .22*** .27*** .17*** .13***
労働時間 .11*** .17*** .22*** .12*** .14***
休日・休暇 .08** .20*** .21*** .15*** .16***
職業生活満足 .25*** .35*** .46*** .33*** .14***
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 「専門領域コミットメント」との相関係数では、「仕事の内容・やりがい」が第 1 番目
に高く、次に「仕事の範囲や権限・責任」が高い。一方「越境的能力開発」では、「人脈を






AC が最も高い正の相関を示している。但し、AC と NC の相関係数の差は大きくなく、「職










コミットメント NC AC CC
給与の水準 .22*** .19*** .31*** .21*** .12**
給与の安定性 .14** .11** .28*** .22*** .13**
仕事の内容・やりがい .21*** .35*** .42*** .42*** .18***
仕事の範囲や責任・権限 .19*** .29*** .37*** .39*** .18***
仕事の量 .12** .17*** .28*** .26*** .22***
会社での地位・役職 .07 .13** .30*** .29*** .09*
人事評価・処遇 .15** .21*** .39*** .35*** .11*
能力や知識の獲得機会 .37*** .32*** .37*** .33*** .07
人脈を広げる機会 .41*** .33*** .34*** .30*** .07
会社・職場の雰囲気 .21*** .20*** .36*** .37*** .15**
上司との信頼関係 .19*** .23*** .32*** .35*** .08
同僚とのコミュニケーション.10* .15*** .22*** .21*** .06
社内の人間関係 .17*** .21*** .26*** .30*** .10*
雇用の安定性 .15*** .16*** .32*** .24*** .11*
福利厚生 .25*** .16*** .31*** .20*** .11*
職場の環境 .18*** .15*** .29*** .27*** .11*
労働時間 .05 .09* .23*** .15** .18***
休日・休暇 .08 .14** .17*** .13** .15***
職業生活満足 .19*** .24*** .38*** .41*** .24***
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第 1 番目に高く、次に「能力や知識の獲得機会」が高く、男性と同様の結果になっている。 






 以上の分析結果を要約すると、次のとおりとなる。第 1 に、「職業生活満足」の全体項





境的能力開発」が NC 及び AC を経由して「職業生活満足」に正の影響を与えていたが、
個別項目としては、仕事関連の事項と能力開発の機会という異なった職業生活の領域の満
足感で影響を与えていたと推測できる。第 3 に CC は、「職業生活満足」の全体項目と正の
相関関係が NC、AC に比べ高くないだけでなく、個別項目でも仕事関連の事項と能力開発
の機会に関する項目が、正の相関関係が低い、または有意でないという結果を示していた。
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近年、学習では、他者との関係の重要性が指摘されている。（中原, 199910; 富士ゼロッ
クス総合教育研究所, 200911; 三輪, 200912）他者との円滑な関係構築を「親和動機」が推
進することにより、専門性の発達に欠かせない学習が実現されている可能性があろう。 
 また、男女とも「専門領域コミットメント」は NC・AC を高め、転職意思を弱める。
CC に対しては、男性では NC・AC に比べ、弱い正の影響を与え、女性では有意でない。








































イノベーション・マネジメント No.8 - 33 -
堅牢な内部労働市場の環境下で、見えざる出資による拘束の程度が大きい労働者の実態






























 第 2 点としては、男女差の存在理由のさらなる検証である。「職業生活満足」と組織コ
ミットメントとの関係をみると、重回帰分析、相関分析のいずれにおいても、女性では AC
の影響の大きさが見られた。同じ「組織内専門人材」であっても、男性は組織との関係で
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